
　経済のグローバル化の進展の中で、市場の変

化に対応できている国や地域には、生産やサービ

スの新しい拠点が誕生し、投資資金・知識の集中

と生産性の向上を通じて、高い経済成長が実現

しています。特に中国、インド等の新興市場国

経済の成長は著しく、新しい富裕層と中所得者

層が拡大しています。しかしながら、取り残され

た貧困問題は依然根深く、地球上には１日１ド

ル未満の生活を余儀なくされる人々が約10億人

もおり、こうした貧困問題が政情不安や地域紛

争、テロの背景になっているとの指摘もあります。

加えて、貧困層は洪水、地震、干ばつ等の自然災

害にもさらされています。国際社会ではミレニ

アム開発目標において、貧困削減、初等教育の完

全普及等の目標を掲げており、また、開発援助業

務を実施するうえで、開発成果マネジメントに焦

点を当てた援助効果向上への取組みが主流化し

つつあります。ミレニアム開発目標の達成、開発

成果マネジメント実施を促進するためには、開発

政策や事業のより客観的な評価・モニタリングに

取り組むこと、および途上国自身が開発政策や

開発事業を評価し改善をはかれるよう積極的に

支援していくことが必要不可欠です。

　当行は海外経済協力業務において、開発援助を

実施することにより、成長を通じた貧困削減、地球

規模の問題を含む環境改善等に積極的に対応し

ておりますが、開発援助の効果的かつ効率的な実

施およびそれに関する十分な説明責任を果たすた

めに、従前より評価の活用を進めてまいりました。

すべての事業で、実施前に成果目標を定量的に設

定する事業事前評価表を公表するとともに、完成

後の事後評価においては、国際的な評価基準に基

づき、第三者による客観的な視点を加え、事業実

施の妥当性、効率性、有効性や持続性等を検証し

ております。こうした評価結果は、日々の業務に

生かすほか、3年ごとに制定する海外経済協力業

務実施方針にも反映しています。また、フィード

バックセミナーやホームページ等を通じて、すべて

の評価情報を国内外に公開、発信しております。

　2008年10月には当行の海外経済協力業務部

門と国際協力機構が統合する予定です。統合後

の新たな組織体制の下でも、引き続き開発援助

の効果を高め、透明性を向上させるために評価

活動の充実に取り組む所存ですので、皆様のま

すますのご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。

2008年2月

国際協力銀行総裁
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2007年度公表事後評価対象事業

海外経済協力業務実施方針 重点4分野

貧困削減への支援
持続的成長に向けた基盤整備
地球規模問題・平和構築への支援
人材育成への支援

南アフリカ共和国    
$6 クワンデベレ給水事業    P.110

ジンバブエ    
$1 マショナランド・マニカランド州通信施設整備事業（2）    P.105

チュニジア    
$2 グベラ－ト灌漑事業    P.106
$3 バルバラ灌漑事業    P.107
$4 北部地域導水・灌漑事業    P.108

モロッコ    
$5 地方電化事業    P.109

ルーマニア    
#7 コンスタンツァ南港整備事業    P.101

バングラデシュ    
@4 大ダッカ圏電話網整備事業（2）    P.88

スリランカ    
@2 サマナラウェア水力発電事業（1）〜（3）    P.86 
 サマナラウェア水力発電改修事業
@3 コロンボ首都圏電気通信網整備事業    P.87

インド    
@6 西ヤムナ運河水力発電事業    P.90
@7 国道２号線拡幅・改良事業    P.91
@8 アジャンタ・エローラ遺跡保護・    P.92 
 観光基盤整備事業（1）
@9 バクレシュワール火力発電所建設事業    P.93 
 （1）（2） 
 バクレシュワール火力発電所３号機増設事業 
 （1）（2）
#0	ヤムナ川橋梁建設事業    P.94
#1 国道５号線拡幅・改良事業（1）（2）    P.95
#2 ボパール湖保全・管理事業    P.96
#3 ウミアム水力発電所改修事業    P.97

パキスタン    
@5 機関車リハビリ事業（2）    P.89

エルサルバドル    
#5 道路整備事業    P.99

フィリピン    
9	日比友好道路修復事業（1）（2）    P.73
!0	海上安全整備事業（2）    P.74
!1	航空保安施設近代化事業（3）    P.75
!2	レイテ―ボホ－ル連結送電線事業    P.76
!3 ルソン系統民活支援送電線連係事業    P.77

タイ    
1 農業セクタ－ロ－ン    P.65
2 電力消費効率促進事業    P.66
3 ラムタコン揚水式水力発電所建設事業    P.67
4 ワットナコンイン橋および付帯道路建設    P.68 
 事業（1）（2）

ベトナム    
@1 中小企業支援事業    P.85

インドネシア    
5 スラバヤ都市環境改善事業（1）    P.69
6 12州橋梁修復事業    P.70
7	高等人材開発事業（2）    P.71
8	小規模灌漑管理事業（3）    P.72

カザフスタン
#9 イルティシュ川橋梁建設事業    P.103

アゼルバイジャン    
#8	セヴェルナヤガス火力発電所建設計画    P.102 
 （1）（2）
トルクメニスタン
$0 鉄道輸送近代化事業    P.104

ブラジル    
#6 ト－ドス・オス・サントス基本衛生環境改善    P.100 
 事業

エクアドル    
#4 送電線（フェ－ズＤ）建設事業    P.98 
 第２次送電網（フェーズＢ－２）事業

モンゴル    
!4 バガヌ－ル・シベオボ炭鉱開発事業（1）（2）    P.78
 
中国
!5	北京第９浄水場３期建設事業    P.79
!6 貴陽西郊浄水場建設事業    P.80
!7 黒龍江省三江平原商品穀物基地開発計画    P.81 
 （1）（2）    
!8 配電網効率改善事業（重慶）    P.82
!9 杭州―衢州高速道路建設事業    P.83
@0 万県―梁平高速道路建設事業    P.84

概要（2007年3月31日現在）
名称

 国際協力銀行 （Japan Bank for International Cooperation）

  

設立

 1999年10月1日

 

所在地 

 東京都千代田区大手町1丁目4番1号 

設立目的

  国際協力銀行は、一般の金融機関と競争しないことを旨としつつ、わが国の輸出入もしくは海外における経

済活動の促進または国際金融秩序の安定に寄与するための貸付け等ならびに開発途上にある海外の地域の

経済および社会の開発または経済の安定に寄与するための貸付け等を行い、もってわが国および国際経済社

会の健全な発展に資することを目的とする。 

 

資本金

 国際金融等業務：9,855億円 / 海外経済協力業務：7兆2,315億円 

 

出融資額（2007年度予算）

 国際金融等業務：1兆70億円 / 海外経済協力業務：7,700億円 

 

出融資残高

 国際金融等業務：7兆8,331億円 / 海外経済協力業務：11兆5,186億円 

 

保証残高

 国際金融等業務：1兆4,924億円

職員数

 865名

ご意見やご感想は、下記までご連絡ください。
国際協力銀行　プロジェクト開発部　開発事業評価室

〒100- 8144　東京都千代田区大手町1－4－1　TEL: 03（5218）9620　FAX: 03（5218）9640
e-mail:evaluation@jbic.go.jp
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